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研究要旨 

CBRNEテロ災害の中でも、生物テロ災害に関する検討を行った。GHSAG Bioワーキンググル

ープにおける活動を再開し情報還元するとともに、COVID-19 対応からの生物テロ対策への

教訓を検討することを目的とした。GHSAG Bio WGでは、COVID-19対応の議論を打ち切り、

再び生物テロ対応に関する議論を再開し、類鼻疽のアウトブレイク事例等、関連事例に関す

る情報共有をおこなったほか、次年度の議題として、机上演習や SOP について議論を行う

とともに国際実働演習に関与していく方向性を確認した。COVID-19 対策は、社会全体の

感染症に対するレジリエンスを大幅に強化する結果となったと考えられる。さまざまな感

染症の基本対策とサージキャパシティの構築に寄与し、また基本的な感染管理が関係諸機

関に浸透した点が生物テロ対策に寄与すると考えられた。一方で、新規感染症の報告体制や

法執行機関との連携、自然発生とテロによる発生のリスク認知のギャップ、リスクコミュニ

ケーション、拡充された体制の維持に課題があると考えられた。

Ａ．研究目的 

東日本大震災以降、危機における国の役

割の強化が課題である。今後多くのマスギ

ャザリングイベントを控え、CBRNEを用いた

災害、テロのようなリスクの増大もあり、厚

生労働省の健康危機管理・テロリズム対策

の医療・公衆衛生の強化は喫緊の課題であ

る。特に生物テロ対策は、2001年の米国炭

疽菌郵送テロ事件以来、目立った事例は認

められないものの、発生時の社会的インパ

クトは非常に大きく、マスギャザリングイ

ベントを控えて備えるべき脅威の一つであ

る。 

世界健康安全保障行動グループ（GHSAG）

は、G７とメキシコ、WHO、ECの保健大臣級

による生物・化学・核・放射線テロ及び感染

症パンデミック等公衆衛生危機対応への連

携を目的としたグローバルネットワークで

ある世界健康安全保障イニシアチブ（GHSI）

のもとに組織された実務者レベルの会合で

ある。従来この中の、リスク管理・コミュニ

ケーションワーキンググループがリスク管

理全般のテーマの一つとして、生物テロ・感

染症事例（新型インフルエンザを除く）を扱

ってきたが、令和元年 12月にバイオロジカ

ルワーキンググループ（GHSAG BioWG）に改

組され、主に呼吸器感染以外の感染症・生物

テロ問題を扱うグループになった。このよ

うな国外の専門家ネットワークを通じた科

学的・政策的知見を集約し、各国政策・実事

例の分析、結果を国内製作にフィードバッ

クすることは極めて重要である。本研究で
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は、主に生物テロ対策について、GHSAG 

BioWG で得られた当該問題への政策課題等

について、情報還元と、本邦における改善点

を提案することを目的とする。また、明らか

にされた課題・改善点に継続的に対応して

いくために、本邦の健康危機管理対応に資

する人材強化事項を検討する。 

加えて、一連の COVID-19対応から得られた

生物テロに関する教訓を検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

① GHSAGを通じて、参加国における CBRNE

テロ災害・マスギャザリングに関する科学

的・政策的知見の状況を把握した。グループ

の活動には、定期的な電話会合及び年２回

程度の対面会合への参加を通じて行い、情

報の収集と分析、政策・人材育成強化に向け

た課題と改善点のフィードバックを実施し

た。 

② 公衆衛生を担当する組織及び行政執行

機関が発出した通知・通達、活動マニュア

ル、ＨＰ等における COVID-19 に関する対

応を振り返り、バイオテロ対策に繋がる教

訓を抽出し、課題を検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

 政策課題を扱う研究であり該当しない。 

 

Ｃ．研究結果 

① GHSAG BioWG会合は、COVID-19の影響で

対面会合は行われなかった。令和 3年度は、

関係する電話会合が計 2 回行われた。2021

年 6月に COVID-19対応に関する活動を終了

することをメンバー内で確認し、同年 11月

に電話会合で生物学的脅威・バイオテロに

再度焦点を当てることを確認した。2022年

1月に、類鼻疽のアウトブレイク事例等、関

連事例に関する情報共有をおこなった。ま

た、2022年度の議題として、机上演習や SOP

について議論を行うとともに、SOPを向上す

るための国際実働演習に関与していく方向

性を確認した。 

 

② COVID-19 対応から得られた生物テロに

関する教訓 

新型コロナウイルス感染症対策（以下、

COVID-19 対策）は、社会全体の感染症に

対するレジリエンスを大幅に強化する結果

となった。生物テロ対策強化という観点で

もこれは大いにプラスになると考えられる

が、特に検知、対応、事前準備の３フェーズ

の中では、対応に関する強化につながって

いると考えられる。強化につながったと考

えられる部分について振り返りつつ、引き

続き問題となる点を考察する。 

 

• サーベイランス体制の拡充 

➢ COVID-19 に対しては、新型コロナウ

イルス感染者等情報把握・管理支援シ

ステム（HER-SYS）が開発され、感染

者等情報に関する電子的入力、一元的

管理、共有がなされ、さらに感染者の健

康状態のフォローアップ等も一元化さ

れた。また、集計や各種資料作成の自動

化も進められている。 

➢ HER-SYS は COVID-19 のみが対象で

あり、また導入当初は不備も多く、各種

改善を図り活用が進められているが、

開発経験は次期システムのコンセプト

にも生かされ、より簡便で迅速な情報

収集・分析システムの開発が進められ

ている。 
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• 検査室診断体制の拡充 

➢ 生物テロ発生時には、多数の曝露者が

発生した場合等、大量の検査需要が発

生することが想定されるが、COVID-

19 対応を通じて病原体検査のサージ

キャパシティが大幅に拡大した。国立

感染症研究所において、検査判定を速

やかに実施する多量検体検査システ

ムの緊急整備を行い、検査可能検体数

を大幅に増加させ、ゲノム解析体制も

大幅に拡充した。また、地方衛生研究

所において次世代シークエンサー及

びリアルタイムＰＣＲ装置の整備を

支援し、体制を拡充させた。加えて、

大学や民間検査機関への外部委託も

活用し、サージキャパシティを確保し

た。また、検査法についても、迅速ウ

イルス検出機器を新型コロナウイル

ス感染症（COVID-19）に対応可能に

する開発が開始され、変異株に対する

スクリーニング検査等も迅速に開発

して配布した。 

• 積極的疫学調査（接触者追跡）体制の拡

充 

➢ 生物テロ発生時には、大規模な積極的

疫学調査（接触者追跡）の実施が求め

られる可能性がある。積極的疫学調査

（接触者追跡）についてはキャパシテ

ィが大幅に拡大した。外注による体制

の拡大や外部からの専門人材の活用

も進められている。そのための専門人

材の育成と活用の仕組みとして、

IHEAT 人材の登録、育成プログラム

も開始した。 

• 基本的な感染管理が関係諸機関に浸透 

➢ 秘匿的な散布による生物テロでは、発

生に気づかず初動対応者（医療関係者、

消防、警察等）が無防備なまま曝露す

ることによる被害拡大が懸念される。 

➢ 一方で、感染管理の標準予防策を浸透

させるには、意識の面でもコストの面

でも難しい側面があった。発熱者、呼

吸器症状がある者への対応も、動線や

対応時間を分けるなどの対応が医療

機関で行われてきたとは言い難い。 

➢ しかし、コロナ禍では、これら感染症

が疑われる患者に対する基本的な意

識と PPE を着用しての対応等が相当

に浸透するきっかけとなったと考え

られる。 

➢ 救急隊においても消防庁から２０２

０年２月１日、通達『新型コロナウイ

ルス感染症に係る消防機関における

対応について』が発出され、加えて、

救急隊員の感染防止対策、ワクチン接

種の推奨、資器材の消毒等を適切に実

施するための現場のマニュアルも改

訂され、消防における疑い患者及び陽

性患者の搬送について、感染防止の観

点から具体的な対策が示された。 

• 患者搬送体制の拡充 

➢ 感染者の搬送キャパシティが大幅に

増加し、公用車や消防等に加え、民間

救急サービスもフルに活用されるよ

うになった。 

• 大規模予防接種体制の構築 

➢ 新型インフルエンザ等対策の中で大

規模予防接種体制の検討は進められ

てきたが、COVID-19ワクチンの接種

体制は 1 日 100 万回接種を達成する

大規模接種体制が実現された。 

• 警察との連携機会 
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➢ 生物テロ発生時には、特に捜査・調査

の過程で保健所等公衆衛生当局と警

察の連携が必要とされる。また、対応

にあたって、感染者との接触や、汚染

された現場の立ち入り等曝露機会が

あることから、感染対策等で保健所が

助言を求められる機会も想定される。 

➢ 新型コロナウイルス感染症（COVID-

19)の自宅療養等の対象者について、

保健所において行方を把握すること

ができない事例について、保健所から

行方不明者として都道府県警察に行

方不明者届を提出する枠組みが整理

された（新型コロナウイルス感染症の

軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療

養の対象並びに自治体における対応

に向けた準備について（令和 2 年 4 月

2 日付事務連絡）」。 

➢ この届出に係る行方不明者は、感染症

の発症や感染拡大の可能性があるこ

とから、特異行方不明者（規則第２条

第２項第５号）として、規則第 30 条

に基づく警察署長の措置により保健

所長から行方不明届を受理すること、

としている（保健所長から新型コロナ

ウイルス感染症の患者に係る行方不

明者届がなされた場合の対応上の留

意事項について（通達））。この場合、

特異行方不明者として必要な手配を

行うとともに、立ち回り見込み先の調

査等、所要の発見活動を行うこととさ

れる。また、発見時には、各都道府県

の個人情報保護条例に従い、保健所に

対し、当該行方不明者の居所や連絡先

に関する情報を提供すること、として

いる。 

 

平成 21 年国家公安委員会規則第 13 号行方

不明者発見活動に関する規則 

第２条２ この規則において「特異行方不

明者」とは、行方不明者のうち、次の各号の

いずれかに該当するものをいう。 

五 精神障害の状態にあること、危険物を

携帯していることその他の事情に照らして、

自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれ

がある者 

第三十条 警察署長は、行方不明者届がな

されていない場合又は行方不明者届をしよ

うとする者が第六条第一項各号に掲げる者

でない場合であっても、生活の本拠を離れ

その行方が明らかでない者のうち、第二条

第二項各号のいずれかに該当すると認めら

れるもの、他の法令に基づき行方の調査等

を求められたものその他特に必要があると

認められるものについて、この規則による

措置をとることができる。 

 

➢ 本通達には留意事項として、「発見活

動においては防護具等が必要と認め

られる場合は、保健所に提供を求める

など、警察職員の感染防止に十分配意

すること」「受理時においては、当該

行方不明者を発見した場合における

保健所側の対応や、夜間・休日の連絡

窓口等について確認しておくなど、必

要な調整を図ること」としており、感

染対策や保健所との連携強化を求め

る文言が示されている。 

➢ 通達では、感染症法には、警察が行使

し得る特別な権限に関する規定は設

けられておらず、一般的な警察権限に

関する法令の枠内での対応が原則と
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なることを明示している。 

今後の課題 

• 新規感染症の報告体制 

➢ COVID-19 発生当初は、感染症法の位

置付けがまだ無い中でどのように感染

者の報告を得て情報収集を行うかが問

題となり、疑似症サーベイランスの枠

組みを活用して報告を得て検査を行っ

た。感染症法外の感染症で、指定感染症

等の感染症法の位置付けが与えられる

前段階での感染者報告・情報収集を得

る枠組みについては、生物テロ対策の

コンテクストでも課題となり得る。 

• 法執行機関との連携 

➢ 上記のように、COVID-19 対応を通じ

て警察との連携強化につながる局面は

あったものの、具体的に人為的散布が

疑われる事例において必要とされる警

察と公衆衛生機関の連携については、

引き続き検討が必要である。 

➢ 感染性の環境検体の採取や検査等にお

いて、COVID-19 対応関連で警察と地

衛研が連携強化につながる事例はなか

ったと考えられる。 

➢ 事案現場の交通封鎖や除染についても、

特段連携強化につながる事例はなかっ

たと考えられる。 

➢ また、生物テロ発生の認知過程におい

ては、脅威情報に関する公衆衛生関係

機関への共有や合同評価も不可欠な要

素であるが、当然今回の COVID-19 対

応ではカバーされていない。 

➢ COVID-19 対応を通じて、両機関のコ

ミュニケーションの機会は増えたと考

えられ、今後もまずはその機会を増や

すこと、さらにはシナリオ演習等を通

じ、問題点の共有や合同での検討を行

う機会を設定することが必要であると

考えられる。 

• 自然発生とテロによる発生のリスク認

知のギャップ 

➢ 同じ感染症の患者発生であっても、未

知の要素や人為的な要素が加わるこ

とで、社会のリスク認知は大きく異な

る。病院や搬送機関のキャパシティが

増加したものの、それが未知の病原体

やテロによるものであった場合、同様

に活用できるとは限らないことに留

意する必要がある。 

• 拡充された体制の維持 

➢ 今回 COVID-19 対応で拡充された体

制がいかに維持されるかが課題であ

る。感染管理については、基本的な文

化として定着していくことが求めら

れる。サージキャパシティについては、

再度拡張可能な体制を維持・構築して

いくことが求められる。 

• 発生時のリスクコミュニケーション 

➢ COVID-19 対応においてもリスクコ

ミュニケーション（発生状況の周知、

対策に関する周知や双方向的なコミ

ュニケーション）については多くの経

験を詰んだ一方、課題があったところ

である。特に国民の不安を解消し、対

策に納得を得るコミュニケーション

のあり方については引き続き検討が

必要である。 

➢ 特に生物テロについては、それが人為

的なものであるとの評価が必要であ

るが、誰がどのように評価して、国民

に対して説明するのか、という点が、

特にコミュニケーション上問題とな
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ると考えられるが、COVID-19対応で

はそのような要素はなく、引き続き検

討が必要である。 

Ｄ．考察 

 本年度の GHSAG の活動は、ようやく本来

の活動である生物テロに関する対応の検討

を戻していく方向性が再確認され、令和４

年度より本格的に活動再開するための準備

が行われた。 

COVID-19 への対応は、自然発生の感染

症への対応であったことから、バイオテロ

で必要となるであろう、高病原体に曝露さ

れた患者の搬送・検査・治療、そのための警

察や消防の連絡・連携体制、事案現場の交通

封鎖及び現場保存、サンプリング、適切な除

染の実施、テロ実行者に繋がるプロファイ

リング、国民に対する情報発信の要領など

は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

のための「実地訓練」では十分ではないこと

を理解しておかなければならない。 

COVID-19 対応からの生物テロへの教訓

をフィードバックしつつ、より生物テロを

中心としたグローバルな感染症問題につい

て、専門的な議論を行う機会を探っていく

必要がある。 

Ｅ．結論 

 世界健康安全保障行動グループバイオロ

ジカルワーキンググループにおいては、生

物テロ事象を中心とした情報交換窓口とし

て演習をベースとした議論を再開すること

が確認された。今後も枠組みを維持し、有事

の際に専門的な知見から意見交換する枠組

みを保持することが重要である。COVID-19

対応で生物テロ対応強化につながった部分

を認識し、その維持・拡充に努めるととも

に、引き続きギャップとなる部分を埋める

努力が不可欠である。 

Ｆ．健康危険情報 

 特記事項なし。 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表

なし 

2. 学会発表

なし 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得：なし。

2. 実用新案登録 ：なし。

3. その他 ：なし。
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